
物価_2

（単位：千円）

電話番号 既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス 既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）

合計 526,494 526,494 104,583 287,000 6,965 125,000 2,946 0 0

住民税均等割非課税世帯へ
の支援

（低所得枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

住民税非課税世帯等臨時給付金
（追加給付）給付事業【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 293,965 293,965 0 287,000 6,965 0 0 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　4100世帯×
70千円
事務費　　6965千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4100世帯）

－ ○ － R6.2 R6.3 対象世帯に対して令和6年2月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世帯
への支援

（一体給付）
2 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○

住民税均等割りのみ課税世帯臨
時給付金給付事業【物価高騰対

策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 101,824 101,824 0 0 0 100,000 1,824 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割りのみ課税世帯　1000世帯×100千
円
事務費　　1,824千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人
件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割りのみ課税世帯　（1000世帯）

－ ○ － R6.3 R6.3 対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○

子育て世帯（住民税非課税及び
住民税均等割り世帯）臨時給付
金給付事業【物価高騰対策給付

金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 26,122 26,122 0 0 0 25,000 1,122 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税及び住民税均等割りのみ課税世帯の
うち子育て世帯　500名×50千円（子供1名につき50千円）
事務費　　1,122千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人
件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税及び住民税均等割りのみ課税世帯のうち子育て世
帯　（300世帯）

－ ○ － R6.3 R6.3 対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

新たに住民税非課税等となる
世帯への支援
（一体給付）

4 0 0 0 0 0 0

調整給付
（一体給付）

5 0 0 0 0 0 0

給付支援サービス
（一体給付）

6 0 0 0 0 0 0 0

住民税均等割非課税世帯等
への支援に係る本体分の事業

費
（家計急変への横出し等・補

正）

7 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

住民税非課税世帯等臨時給付金
（追加給付）給付事業（扶養親族
等のみからなる世帯）【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 7,000 7,000 7,000 0 0 0 0

①②令和５年度住民税非課税世帯(住民税が課税されている者の扶養親族等の
みからなる世帯)及び家計急変世帯に対して、7万円分の現金を交付し、物価高
騰による負担軽減を行う。
③現金 70,000円×100世帯＝7,000,000円
④令和5年度住民税非課税世帯(住民税が課税されている者の扶養親族等のみ
からなる世帯)及び家計急変世帯

－ ○ － R6.2 R6.3 対象世帯に対して令和6年2月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

一体給付に係る本体分の事業
費

（上乗せ１・予備費）
8 0 0 0 0 0 0 0

対

象

範

囲

外

住民税均等割非課税世帯等
への支援分の事業費
（上乗せ２・推奨分）

9 　 0 0 0 0 0

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 子育て世帯臨時給付金
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

17,917 17,917 17,917

①②子育て応援給付金（就学前児童）及び子どもの成長応援臨時給付金の支
給対象となった児童に対して5,000円の給付金を上乗せして支給し、物価高騰に
よる負担軽減を行う。
③【事業費】計16,500,000円
3,300名×5,000円＝16,500,000円
【事務費】計1,417,000円
　一般職人件費（時間外勤務手当）2400円×30時間＝72,000円
　消耗品費（事務用品）100,000円
　封筒　100円×5,000通＝500,000円
　郵送料　2,500通×94円×2回＝470,000円（①制度周知、②振込通知）
　振込手数料　2,500件×110円＝275,000円
④市内在住の中学生以下の児童とその保護者

－ ○ － R6.1 R6.3 対象世帯への給付率100% ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費等価格転嫁対策事業
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

11,193 11,193 11,193

①②エネルギー・食品価格の物価高騰により保護者が負担する食材料費等の
負担を軽減するため、食材料費等の購入費用に対する支援を行う。
③給食費の賄い材料費の前年度比上昇見込み額分　11,193,000円
　調味料、乾物、冷凍、魚介、肉・卵、野菜、デザート等
　令和4年度の10～3月期の賄い費実績額に物価上昇率12.7%（本市試算）を乗じ
て算出
④市内小中学校に通う児童及びその保護者

－ － － R5.12 R6.3 賄い材料費費の増加分の無転嫁 ホームページ、広報誌等 給食 R5補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育施設事業者支援事業
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

900 900 900

①②光熱水費、賄材料等の物価高騰の影響を受けている、保育施設事業者の
負担を軽減するため、１施設１０万円を支給する。
③市内私立保育園等　９施設×100,000円＝900,000円
④市内私立保育園等

－ － － R5.12 R6.3 対象施設への給付率100% ホームページ、広報誌等
保育所・幼稚園・認定
こども園等

R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 障害福祉事業者支援事業
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

3,003 3,003 3,003

①②光熱水費、賄材料等の物価高騰の影響を受けている、障害福祉事業者の
負担を軽減するため、１事業１０万円を支給する。
③支給額　30事業者×100,000円＝3,000,000円
郵送料(通知)　30事業者×84円＝2,520円
④市内障害福祉事業者

－ － － R5.12 R6.3 対象施設への給付率100% ホームページ、広報誌等
障害福祉サービス事業
所・施設等

R5補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 社会福祉施設等物価高騰対策支
援給付金給付事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

5,005 5,005 5,005

①②エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた介護サービス事業
者を支援するため、一律１０万円を支給する。
③支援金　　　10万円×50事業者=5,000,000円
郵送料　　　50か所×84円=4,200円
④市内介護サービス事業者

－ － － R5.12 R6.3 対象施設への給付率100% ホームページ、広報誌等
介護サービス事業所・
施設等

R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 畜産飼料価格高騰対策支援給付
金

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援

26,234 26,234 26,234

①②物価高騰の影響を受ける畜産農家負担軽減を図るため、飼料等の購入に
要する経費の一部を支援する。
③給付金（農家あたり上限100万円）　　26,229,200円
・酪農牛10,000円/頭×1,054頭
 4,100,000円、7経営体（内、2経営体が上限額）
・肉牛　　4,000円/頭×4,417頭
 6,088,000円、10経営体（内、4経営体が上限額）
・養豚　　　400円/頭×43,493頭
 7,641,200円、14経営体（内、4経営体が上限額）
・採卵鶏　　50円/羽×1,180,317羽
 8,400,000円、9経営体（内、8経営体が上限額）
郵送料：84円×40経営体＝3,360円
④市内畜産農家

－ － － R5.12 R6.3 対象農家への給付率100% ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）
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⑨を選択した場合、より効果があると考え
る理由

総事業費

Ｂ Ｃ 備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考2Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

備考3
自治体での予算区

分
個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等支
援

Ｂ２ Ｂ３

総務省 交付限度額計 592,122                                                                                                                                              

-                                                                                                                        本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）

1,190                                                                                                                                                 

459,702                                                                                                               
本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）
交付限度額④に係る希望額）

116,790                                                                                                                                              

228,340                                                                                                               自動計算分 -                                                                                                                                                       

6,965                                                                                                                  手動入力分 -                                                                                                                                                       

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）
14,440                                                                                                                                               

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                                       

0 国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）

241,790                                                                                                                                              

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

17,386                                                                                                                                               

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和●年●月通知分）

-                                                                                                                                                       

96,451                                                                                                                 

45,668                                                                                                                 

441                                                                                                                     

125,000                                                                                                               

2,946                                                                                                                  

-                                                                                                                        

96,451                                                                                                                 

125,000                                                                                                               本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）
小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

-                                                                                                                                                       

2,946                                                                                                                  本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）

-                                                                                                                                                       

交付対象経費
(地方単独事業費)

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額① 104,583 6,524 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

6,524                                                                                                                                                 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④ 125,000 -                                                                                                                        国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

1,631                                                                                                                                                 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤ 2,946

担当者氏名 伊藤　優志 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③ 6,965 -                                                                                                                        国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

8,155                                                                                                                                                 

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

地方公共団体名 匝瑳市 k-senryaku@city.sosa.lg.jp 182,672 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 0479-73-0081 0 国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年11月通知分）

96,451

182,672

都道府県・市町村コード（５桁） 45,668                                                                                                                                               

担当部局課名 企画課 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額② 287,000                                                                                                                         - 小計　交付限度額② 228,340                                                                                                                                              
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）

⑨を選択した場合、より効果があると考え
る理由

総事業費

Ｂ Ｃ 備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考2Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

備考3
自治体での予算区

分
個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等支
援

Ｂ２ Ｂ３

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 農業水利施設物価高騰対策支援
事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援

8,534 8,534 8,534

①②物価高騰により農業経営を圧迫していることから、土地改良区等に対し、農
業水利施設に要する電力料金の増高分の一部を補助する。
③R４年度の電気料高騰分が補助対象額
市補助額＝（補助対象額-県補助額）×受益面積割合
北総東部土地改良区   　795,369円
大利根土地改良区　  　6,157,353円
干潟土地改良区　　　　   938,802円
借当川沿岸土地改良区　433,090円
両総土地改良区　　　　　 209,185円
④市内に受益面積のある土地改良区

－ － － R5.12 R6.3 対象事業者への給付率100% ホームページ、広報誌等 農業集落排水事業者 R5補正（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 施設園芸燃料高騰対策支援事業
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援

5,060 5,060 5,060

①②令和5年11月から令和6年2月までの暖房用燃料（A重油）使用量1リットル当
たり10円以内を助成する。
③給付金：5,000,000円　（500,000L × 10円以内/1L）
消耗品： 　50,000円
郵送料： 　10,000円　（認定農業者50＋燃料業者15）×140円＝9,100円
④市内施設園芸農家

－ － － R5.12 R6.3 対象事業者への給付率100% ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

18 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 漁業事業者物価高騰対策支援給
付金給付事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援

7,604 7,604 7,604

①②物価高騰により経営を圧迫している漁業者へ一律20万円の支援給付金を
給付する。
③給付金：38経営体×20万円＝7,600,000円
郵送料：84円×38経営体＝3,192円
④市内漁業者

－ － － R5.12 R6.3 対象事業者への給付率100% ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R5補正（地）

19 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 街路灯組合エネルギー価格高騰
対策支援金給付事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す

る支援

3,003 3,003 3,003

①②エネルギー（燃料）の高騰の影響を受ける、市内の街路灯組合等を対象とし
て、一律20万円を給付する。
③給付金　15件×200,000円=3,000,000円
郵送料：84円×15団体×2回=2,520円
④市内街路灯組合等

－ － － R5.12 R6.3 対象組合への給付率100% ホームページ、広報誌等
運輸交通・物流・観光
事業者

R5補正（地）

20 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 貨物運送事業者エネルギー価格
高騰対策支援金給付事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す

る支援

5,406 5,406 5,406

①②エネルギー（燃料）の高騰の影響を受ける、市内で貨物運送業を営む事業
者を対象として、一律20万円を給付する。
③給付金　27件（R4実績）×200,000円=5,400,000円
郵送料：6,000円
④市内貨物運送事業者

－ － － R5.12 R6.3 対象事業者への給付率100% ホームページ、広報誌等
運輸交通・物流・観光
事業者

R5補正（地）

21 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 宿泊事業者エネルギー価格高騰
対策支援金給付事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す

る支援

3,724 3,724 3,724

①②エネルギー（燃料）の高騰の影響を受ける、市内で宿泊事業者に対し支援
金を一律20万円（民泊事業者は10万円）を給付する。
③給付金　ホテル・民宿（旅館業法登録事業者）　16件×200,000円
民泊（住宅宿泊事業者法届出施設）　5件×100,000円
消耗品費：事務用品費20,000円
郵送料：4,000円
④市内宿泊事業者

－ － － R5.12 R6.3 対象事業者への給付率100% ホームページ、広報誌等
運輸交通・物流・観光
事業者

R5補正（地）


